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江の川水系(下流)大規模氾濫時の減災対策協議会



１．はじめに
協議会設立の背景等や課題、取組の概要を記載

２．本協議会の構成員
江の川(下流)流域に関係する江津市、川本町、美郷町、

邑南町、島根県、気象庁、国土交通省中国地方整備局の
構成員を記載

３．江の川(下流)流域の概要と主な課題
河川の特徴、昭和４７年の災害、昭和５８年の災害および

現状と課題を記載
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●課題
・想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図等が浸水リスクとして認識されていない。

４．現状の取組状況

○現状

・江の川(下流)において、想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域及び堤防が決壊した際の
氾濫シミュレーション結果を浜田河川国道事務所のホームページ等で公表している。

① 情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及
びタイミング』 『避難勧告等の発令基準』 『避難場所、避難経路』 『住民等への情報伝達
の体制や方法』 『避難誘導体制』

（例）江津市
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●課題

・住民や企業が防災情報をもとに自ら判断し行う準備行動や避難行動を啓発するための防災教育が
不十分である。

・戸別受信機の加入や防災メールへの登録が、十分に住民に普及していない。
・避難情報について、外国人を対象とした多言語化への対応や、聴覚障がい者、観光客への対応が
不十分である。

４．現状の取組状況

○現状

・基本的には、防災行政無線、IP告知放送、広報車、ホームページ、防災メール等の発信が主として利
用されている。

水位情報の提供

ごうつ

防災メール

① 情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及
びタイミング』 『避難勧告等の発令基準』 『避難場所、避難経路』 『住民等への情報伝達
の体制や方法』 『避難誘導体制』
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●課題

・重要水防箇所等、洪水に対しリスクの高い箇所が多く、短時間で巡視を完了することが難しい。

・消防団員が水防団員を兼務しており、水防活動に関する専門的な知見等を習得する機会が少なく、
量的にも質的にも増加している作業を的確にできないことが懸念される。また、平日は仕事をされ
ているため、平日昼間の人員確保が難しい。

４．現状の取組状況
② 水防に関する事項
『河川水位等に係る情報の提供』 『河川の巡視区間』 『水防資機材の整備状況』 『市庁舎、
災害拠点病院等の水害時における対応』

○現状
・防災無線等により水防団へ情報提供を行い、巡視を行っている。

(例)H27.9関東・東北豪雨における水防活動 ※国土交通省HPより
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差し替え

H18.9巡視状況



●課題

・樋門操作員の高齢化が進んでいるため、操作員の確保等の対策が必要である。

・各自治体所有の資機材についての情報や、排水ポンプ車の要請状況等の情報が関係機関で共有さ
れていない。

４．現状の取組状況
③ 氾濫水の排水、施設運用に関する事項
『排水施設、排水資機材の操作・運用』

○現状
・各自治体で水位や出動要請により、委託操作員への連絡や水防団・職員による操作を実施している。

排水ポンプ車
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排水ポンプ車運転状況
（平成22年7月出水、因原箇所）

排水ポンプ車運転状況
（平成22年7月出水、谷住郷箇所）



●課題
・整備段階であるため、近年災害(H18、H22)と同規模の洪水で、家屋浸水などの被害が発生する恐れが
ある。

４．現状の取組状況
④ 河川管理施設の整備に関する事項
『洪水氾濫を未然に防ぐ対策の推進』

○現状
・河川整備計画に基づき、江の川改修により堤防高及び堤防断面が不足する区間の整備を行っている。

堤防整備状況（延長）の内訳
江の川中下流部

【堤防整備必要箇所】
：整備済みの地区
：暫定堤の区間
：未整備の地区
：浸透に対する安全性が
確保されていない区間

【水防災実施箇所】
：整備済みの地区
：未整備の地区
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■５年間で達成すべき目標

山間狭窄部に点在する小集落などの地形特性を踏まえ、各
地域が連携し、住民自ら避難行動をとることが出来る「江の川
下流水害に強い地域づくり」を目指す。

■目標達成に向けた３本柱の取組
目標達成に向け以下の取組を実施。

①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
②氾濫特性を踏まえた効果的な水防活動
③浸水を一日も早く解消するための排水対策

５．減災のための目標
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６．概ね５年で実施する取組

①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
■洪水氾濫を未然に防ぐ対策の推進
・堤防整備等

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備
・洪水に対しリスクの高い箇所を監視する簡易水位計等の整備
・避難行動等に資する情報提供設備の整備及び水位予測の精度向上

■想定最大規模降雨における浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等
・想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表

・想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図及び新たに設定された家屋倒壊等氾濫想定区域に基
づく避難計画の見直し
・想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づく避難勧告等を発令する範囲の見直し

・洪水浸水想定区域内の要配慮者（社会福祉施設等）利用施設の管理者が策定する避難計画作成等の支
援や定住外国人、観光客等を対象とした避難情報の提供
・夜間、荒天時における避難勧告等の発令基準の作成・避難誘導体制の検討

・江の川（下流）の水害リスクを踏まえ、商工会議所等と連携した企業向け水害（防災）教育及び大規模氾
濫を想定した自衛水防の講習会や訓練の実施

・想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップを作成し、洪水浸水想定区域内
の各戸・事業所へ配付
■多様な防災活動を含むタイムラインの作成
・河川管理者、沿川自治体、住民、交通サービス、道路管理者等と連携したタイムラインの拡充
・避難勧告に着目したタイムラインに基づく、より実践的な総合防災訓練の実施

■防災教育や防災知識の普及
・江の川（下流）における浸水イメージ動画の作成・公開
・「川の防災情報」や地上デジタル放送のデータ放送の活用促進のための周知
・小中学校などと連携した江の川（下流）水系の洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の普及・充実
・住民の水防災意識の向上に資するイメージ動画等のツールを活用した、より実践的な防災教育の実施
・スマートフォン等へのプッシュ型の洪水情報発信
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６．概ね５年で実施する取組

②氾濫特性を踏まえた効果的な水防活動

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

・洪水に対しリスクの高い箇所を監視する簡易水位計等の整備(再掲）
・避難行動等に資する情報提供設備の整備及び水位予測の精度向上(再掲）

■水防活動の効率化及び水防体制の強化
・消防団員と兼務する水防団員への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施及び人員の確保
・江の川（下流）の重要水防箇所等洪水に対しリスクが高い区間について消防団員と兼務する水防団員や
地域住民が参加する合同点検を実施
・水防活動の知識習得と技術力向上のため、総合防災訓練と合わせて、水防専門家を講師とした講習会を実施
・備蓄水防資機材情報の共有及び非常時における相互支援方法の確認
・市町庁舎の水害時における対応について業務継続計画を策定
・樋門操作に関する人員の確保と操作訓練の実施

③浸水を一日も早く解消するための排水対策

■ 排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水施設の情報共有、排水手法の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）の作成
・排水計画に基づく排水訓練の実施
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①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
洪水氾濫を未然に防ぐ対策の推進

○堤防整備等 【順次実施：中国地整】

○流下能力が著しく不足している、あるいは
漏水の実績があるなど、優先的に整備が必
要な区間約3.1㎞について、平成３２年度を

目途に堤防のかさ上げや浸透対策などの対
策を実施。
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①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
②氾濫特性を踏まえた効果的な水防活動
避難行動、水防活動等に資する基盤等の整備

○洪水に対しリスクの高い箇所を監視する簡易水位計等の整備 【H28年度：中国地整】
○避難行動等に資する情報提供設備の整備及び水位予測の精度向上 【H31年度：中国地整】

浜田河川国道事務所ＨＰ洪水予報の発表例

洪水予測の
精度向上

カメラ映像と水位状況同時に表示するなど、分かり易い
情報提供を実施 11



①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づく

ハザードマップの作成・周知等
○想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表 【H28年から検討実施：島根県】
○想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図及び新たに設定された家屋倒壊等氾濫想定区域に基づく避難計画

の見直し 【H30年度：江津市、川本町、美郷町、邑南町】
○想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づく避難勧告等を発令する範囲の見直し

【H30年度：江津市、川本町、美郷町、邑南町】
○洪水浸水想定区域内の要配慮者（社会福祉施設等）利用施設の管理者が策定する避難計画作成等の支援や定住外
国人、観光客等を対象とした避難情報の提供 【H30年度：江津市、川本町、美郷町、邑南町】

○夜間、荒天時における避難勧告等の発令基準の作成・避難誘導体制の検討
【H29年度：江津市、川本町、美郷町、邑南町】

○江の川（下流）の水害リスクを踏まえ、商工会議所等と連携した企業向け水害（防災）教育及び大規模氾濫を想定した
自衛水防の講習会や訓練の実施 【H29年度から定期的に実施：協議会全体】

○想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップを作成し、洪水浸水想定区域内の各戸・事
業所へ配付 【H28年度から順次実施：江津市、川本町、美郷町、邑南町】

(例)江津市 (例)江津市

想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域図計画規模降雨の洪水浸水想定区域図
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①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
多様な防災活動を含むタイムラインの作成

○河川管理者、沿川自治体、住民、交通サービス、道路管理者等と連携したタイムラインの拡充
【H30年度：協議会全体】
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○避難勧告に着目したタイムラインに基づく、より実践的な総合防災訓練の実施
【H29年度から定期的に実施：協議会全体】
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①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
多様な防災活動を含むタイムラインの作成

関係機関

気象台
国土交通省

気象台・国土交通省から関
係機関へのホットラインを
盛り込んだ訓練の実施



○江の川（下流）における浸水イメージ動画の作成・公開 【H29年度：中国地整】
○「川の防災情報」や地上デジタル放送のデータ放送の活用促進のための周知

【H28年度から定期的に実施中：中国地整】
○小中学校などと連携した江の川（下流）水系の洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の普

及・充実 【H29年度から順次実施：協議会全体】
○住民の水防災意識の向上に資するイメージ動画等のツールを活用した、より実践的な防災教育
の実施 【H29年度から定期的に実施：協議会全体】

○スマートフォン等へのプッシュ型の洪水情報発信 【H29年度：中国地整】

住民説明会

①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
防災教育や防災知識の普及

15出前講座

天井川の状況
（斐伊川本川 西代橋上流右岸）

差し替え
スマートフォンとによるプッシュ型の洪水発信

放送画面

ＮＨＫデータ放送の例



○消防団員と兼務する水防団員への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施及び人員の確保
【H28年度から定期的に実施中：江津市、川本町、美郷町、邑南町】

○江の川（下流）の重要水防箇所等洪水に対しリスクが高い区間について消防団員と兼務する水防団員
や地域住民が参加する合同点検を実施

【H28年度から定期的に実施中：江津市、川本町、美郷町、邑南町、中国地整】
○水防活動の知識習得と技術力向上のため、総合防災訓練と合わせて、水防専門家を講師とした講習

会を実施 【平成29年度から定期的に実施：協議会全体】
○備蓄水防資機材情報の共有及び非常時における相互支援方法の確認

【H28年度から定期的に実施中：江津市、川本町、美郷町、邑南町、島根県、中国地整】
○市町庁舎の水害時における対応について業務継続計画の策定

【平成29年度：江津市、川本町、邑南町】
○樋門操作に関する人員の確保と操作訓練の実施

【H28年度から定期的に実施中：江津市、川本町、美郷町、邑南町、島根県、中国地整】

②氾濫特性を踏まえた効果的な水防活動
水防活動の効率化及び水防体制の強化

消防団員と兼任する水防団員、住民との共同点検の実施 16

【江津市松平地域での共同点検の実施状況(H27.12）】 【樋門操作説明会状況（H26.5美郷町)】

樋門操作に関する人員の確保と操作訓練の実施



○ 排水施設の情報共有、排水手法の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）の作成
【H30年度：江津市、川本町、美郷町、邑南町、島根県、中国地整】

○ 排水計画に基づく排水訓練の実施
【H31年度から定期的に実施：江津市、川本町、美郷町、邑南町、島根県、中国地整】

③浸水を一日も早く解消するための排水対策
排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

17排水状況

排水ポンプ車排水訓練状況
(平成28年6月、江の川右岸（江津市渡津町）)

排水施設の情報提供、ポンプ車の的確な設置場所・ルート、必要な排水量（台数）、浸水エリア
等の基礎的情報の入手方法を事前に計画し、緊急時の早急な対応を可能にする

排水ポンプ車運転状況
（平成22年7月出水、因原箇所）



７．フォローアップ

各構成機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画等に
反映することによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むこととする。

今後、取組方針に基づき連携して減災対策を推進し、毎年出水期前に協議会を開催し、
進捗状況を確認するとともに、必要に応じて取組方針の見直しを行う。

また、実施した取組についても訓練・防災教育等を通じて習熟、改善を図るなど、継続的
にフォローアップを行うこととする。

なお、全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の動向等を収集した上で、随
時、取組方針を見直すこととする。
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Ｐ：取組方針の策定 Ｄ：各構成機関で取組実施

Ｃ：フォローアップ
Ａ：必要に応じて見直し


